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事　務　執　行　概　要
安心居住推進グループ
１．連絡調整
　　課内業務を円滑に推進するため、課内各グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な執

行に努めた。
２．人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務の執行に専念するとともに、職場の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。

３．予算の執行管理
　　予算の執行に当たっては、課内各グループ及び住宅まちづくり総務課等と連絡調整のうえ、執行状況の把握及び適正な管理に努めた。
４．高齢者向け優良賃貸住宅の管理
　　高齢者の安全で安定した居住の確保を図るため、大阪府住宅供給公社や民間管理法人等が管理受託等により管理を行う高齢者向けの賃貸住宅に対し、家賃減額のための補助を行った。

　（１）高齢者向け優良賃貸住宅の家賃減額補助

　　　大阪府高齢者向け優良賃貸住宅の家賃の減額に要する費用について、補助を行った。

【根拠法令等：地域優良賃貸住宅制度要綱、社会資本整備総合交付金交付要綱、

大阪府高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業費補助金交付要領】
	
	対象団地数

及び管理戸数
	補助対象
事業費
	交付決定額
	補 助 金
支 払 額
	備考

	平成30年度
	58団地 2,745戸
	699,879,800円
	699,879,800円
	699,879,800円
	

	令和元年度
	58団地 2,728戸
	698,662,900円
	698,662,900円
	698,662,900円
	

	令和2年度
	58団地 2,711戸
	700,960,500円
	700,960,500円
	691,737,200円
	


　（２）高齢者向け優良賃貸住宅の入居者負担額認定等事務委託

　　　大阪府高齢者向け優良賃貸住宅の民間管理法人が管理する団地の入居者負担額認定に係る事務を大阪府住宅供給公社に委託した。

	
	委託戸数
	委　託　料
	委　　託　　先

	平成30年度
	872戸
	1,441,800円
	大阪府住宅供給公社

	令和元年度
	869戸
	1,449,640円
	大阪府住宅供給公社

	令和2年度
	853戸
	1,457,280円
	大阪府住宅供給公社


５．特定優良賃貸住宅の管理　

　　中堅所得者ファミリー世帯への良質な賃貸住宅の供給のため、大阪府住宅供給公社や民間管理法人等が一括借上や管理受託により管理を行う賃貸住宅について、入居者負担額の認定や、家賃減額のための補助を行った。

　（１）特定優良賃貸住宅の家賃減額補助

　　　大阪府特定優良賃貸住宅の家賃の減額に要する費用について、補助を行った。

【根拠法令等：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、社会資本整備総合交付金交付要綱、大阪府特定優良賃貸住宅供給促進事業費補助金交付要領、

大阪府新婚・子育て世帯向け家賃減額補助事業補助金交付要領】

	　　
	対象団地数
及び管理戸数
	補 助 対 象

事　業　費
	交　　　付

決　定　額
	補　助　金

支　払　額
	備考

	平成30年度
	85団地
2,006戸
	141,997,200円
	141,997,200円
	141,997,200円
	

	令和元年度
	48団地
1,143戸
	95,215,700円
	95,215,700円
	95,215,700円
	

	令和２年度
	24団地
467戸
	47,750,300円
	47,750,300円
	43,904,500円
	


　（２）特定優良賃貸住宅の入居者負担額認定等事務委託

　　　大阪府特定優良賃貸住宅の民間管理法人が管理する団地の入居者負担額認定に係る事務を大阪府住宅供給公社に委託した。

	
	委託戸数
	 委　託　料
	委　託　先

	平成30年度
	700戸
	 1,274,400円
	大阪府住宅供給公社

	令和元年度
	443戸
	791,920円
	大阪府住宅供給公社

	令和２年度
	213戸
	392,040円
	大阪府住宅供給公社


　（３）サービス付き高齢者向け住宅家賃減額補助制度

　　　高齢者の安全で安定した居住の確保を図るため、民間事業者が管理を行うサービス付き高齢者向け住宅に対し、家賃減額のための補助を行った。

【根拠法令等：高齢者の居住の安定確保に関する法律、社会資本整備総合交付金交付要綱、

地域優良賃貸住宅制度要綱、大阪府サービス付き高齢者向け住宅家賃減額補助金交付要領】
	
	対象住宅数

及び管理戸数
	補助対象
事業費
	交付決定額
	補 助 金
支 払 額
	備考

	平成30年度
	42住宅　570戸
	78,984,000円
	78,984,000円
	78,984,000円
	

	令和元年度
	41住宅　568戸
	76,472,000円
	76,472,000円
	76,472,000円
	

	令和２年度
	40住宅　560戸
	74,740,000円
	74,740,000円
	70,008,000円
	


６．民間住宅建設の助成　
　　住宅融資関連各種制度に基づき民間資金の円滑な導入を図り、民間住宅建設に助成し促進した。

（１）特定賃貸住宅建設資金融資あっせん制度
　　　　本制度は、国が平成11年度以降の新規採択の廃止を決定したことを受け、平成10年度を最後に新規募集を中止した。
　　　　平成10年度以前にあっせんを行った融資につき、府はその取扱金融機関に対して、資金の一部預託を行った。

【根拠法令等：大阪府特定賃貸住宅建設資金融資あっせん制度実施要綱】

　　　　　＜資金預託実績＞
	預 託 年 度
	預 託 先 件 数
	預    託    額

	平成30年度
	㈱りそな銀行　外 3行
	  3,791,000円

	令和元年度
	㈱りそな銀行　外 2行
	  1,811,000円

	令和２年度
	㈱池田泉州銀行
	  388,000円


　（２）個人住宅建設・購入資金融資あっせん制度
　　　　自己の住宅を建設または購入しようとする者に対し、その必要な資金を融資あっせんし、個人住宅の取得を促進し、もって居住水準の向上に寄与することを目的とした制度であったが、平成13年度以降の新規融資あっせんを中止した。
　　　　平成12年度以前にあっせんを行った融資につき、府はその取扱金融機関に対して、資金の一部預託を行った。　　　　　　　　　　

【根拠法令等：大阪府個人住宅建設・購入等資金融資あっせん制度要綱】

　　　　　＜資金預託実績＞

	預 託 年 度
	預 託 先 件 数
	預    託    額

	平成30年度
	㈱りそな銀行　外8行
	  46,774,000円

	令和元年度
	㈱りそな銀行　外8行
	  29,485,000円

	令和２年度
	㈱りそな銀行　外6行
	  13,479,000円


７．大阪版被災住宅無利子融資制度の実施
　　「大阪府北部を震源とする地震」、「平成30年7月豪雨」及び「平成30年台風第21号」により被災された府民が一日も早く日常生活を取り戻せるよう、被災住宅の早期復旧に資することを目的に、金融機関の協力のもと、損壊した住宅の補修工事に対する無利子融資制度を平成30年7月創設しました。融資受付期間を令和２年度末までに延長し、府民による住まいの復旧を支援します。
　大阪府が融資を行った金融機関に対して利息相当額を補助することにより制度利用者は利子負担の無い融資を受けることができる。
【融資対象等の概要】
　(1) 対象者

　　　大阪府内の被災住宅の所有者または居住者で、全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊の「り災証明書」を交付されている方（賃貸事業を行う場合は対象外）

　(2) 対象工事

　　　「大阪府北部を震源とする地震」、「平成30年7月豪雨」及び「平成30年台風21号」による被害によって損害が生じた住宅の補修を含む工事（屋根・外壁の修理等）
　(3) 融資条件

　　　ア 融資額：１被災住宅あたり200万円以内（全壊・大規模半壊・半壊の場合は300万円以内）（複数の罹災証明書保有者の場合でも融資額は200万円以内（全壊・大規模半壊・半壊の場合は300万円以内）です。）

　　　イ 返済期間：10年以内

　　　ウ 融資金利：０％
　(4) 取扱金融機関

　　　独立行政法人住宅金融支援機構、大阪シティ信用金庫、大阪信用金庫

　(5) 融資実績
　　　1,226件、金1,940,979,000円（令和3年3月31日時点）
８．「Osakaあんしん住まい推進協議会（居住支援協議会）」の取組み 

平成27年3月に設立した、不動産関係団体や民間賃貸住宅の賃貸人、公的賃貸住宅事業者、
府、市町村などで構成する「Osakaあんしん住まい推進協議会」（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第10条に規定する「居住支援協議会」に位置づけ）において、居住支援に関する各種取組みを進めた。

　（令和２年度の主な取組み）

・市町村と連携した住まい探しイベント（住まい探し相談等）の開催

相談者35組（府内4市で開催）

・住宅相談室における住まい探し相談

相談者7組
９．大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度の推進　
　　民間賃貸住宅において、高齢者等（高齢者、低額所得者、障がい者、子育て世帯、外国人）が

円滑に入居できることを目指し、高齢者等の入居を拒まない民間賃貸住宅等の登録、および登録

情報の提供等を行った。

　　【根拠法令等：大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度要綱※１　　　　　 

　　　　　　　　　　　：住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（住宅セーフティネット法）※２】

（1） 登録状況

	
	あんしん賃貸

住宅登録戸数

※1
	あんぜん・あんしん賃貸住宅登録戸数

※1
	住宅セーフティネット法による登録住宅※2
	協 力 店
登録件数

※1
	居住支援団体登録件数

※1
	居住支援法人指定件数

※2

	平成30年度
	8,231戸
	4,172戸
	5,399戸
	609件
	8件
	48件

	令和元年度
	8,231戸
	4,172戸
	11,802戸
	636件
	7件
	52件

	令和２年度
	8,231戸
	4,172戸
	35,428戸
	672件
	7件
	64件


（２）登録情報の提供
地図や条件から検索できる「あんぜん・あんしん賃貸検索システム」により、登録された情報を提供した。
１０．大阪府居住支援体制整備促進事業の実施
高齢者、障がい者、外国人、子育て世帯など住宅確保要配慮者の居住の安定確保のため、「住宅確保要配慮者の賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づく、居住支援法人の指定やあんぜん・あんしん賃貸住宅の登録の促進を図り、誰もが安心して住み続けることができる環境整備を進めた。
１１．賃貸住宅の退去時の原状回復トラブルの未然防止 

賃貸住宅の退去時における原状回復トラブルを防止・減少させるため、平成25年3月に作成した大阪府版のガイドライン『賃貸住宅の原状回復トラブルを防止するために』を活用し、業界団体や相談機関と連携した普及啓発を実施した。

１２．住宅相談室による住宅相談の実施　

住宅相談室において公的賃貸住宅の募集案内や借地借家の賃貸借契約など、住宅に関する各種の相談に応じた。
（令和２年度実績）　　　利用者数 　　　　 2,301件

　　　　　　　　　　　　　うち来訪     　　　90件　（ 3.9％）

　　　　　　　　　　　　　うち電話・文書　2,211件　（96.1％）

	相談区分
	件数
	割合

	公的賃貸住宅
	130件
	5.6％

	借地・借家（賃貸借契約）
	1,265件
	55.0％

	土地建物売買（売買契約）マンション含む
	263件
	11.4％

	建設工事等（工事請負契約）
	149件
	6.5％

	分譲マンション（入居後）
	27件
	1.2％

	その他
	467件
	20.3％

	合計
	2,301件
	100.0％


１３．サービス付き高齢者向け住宅の登録

サービス付き高齢者向け住宅の登録　

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正によりＨ23年10月に創設された「サービス付き高齢者向け住宅」について、高齢者にふさわしいハードや見守りサービスの提供等の基準を満たした住宅の登録を実施するとともに、その登録情報等について、府や市町村の窓口での閲覧や府のホームページによる提供を行うとともに、定期報告及び立入検査を行った。
1 登録状況
　　　　　令和２年度末：768件、29,874戸

2 閲覧制度等
　　　　　・大阪府及び市町村窓口でのサービス付き高齢者向け住宅登録簿の閲覧
　　　　　・大阪府ホームページによる登録手続きの情報提供

3 定期報告及び立入検査の実施
　　　　　・定期報告（令和２年7月末時点登録事業者）：259件、9,025戸
　　　　　・立入検査　新型コロナ感染防止に配慮し自粛
〔令和元年（平成29年度までに登録し検査未実施の住宅、平成30年度に登録し令和元年7月末までに供用開始した住宅、平成30年度に登録を更新した住宅及び平成30年度に地位承継を届け出た住宅）： 33件、1,218戸〕
１４．大阪府高齢者及び障がい者住宅計画等審議会の実施
　「大阪府高齢者・障がい者住宅計画」及び「大阪府賃貸住宅供給促進計画」の進捗状況について報告を行った。

マンション管理・再生グループ　

１．大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステムの推進　
府内の分譲マンションの管理組合を「大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステム推進協議会」に登録する「大阪府分譲マンション管理適正化推進制度」を平成29年2月に創設した。この制度は、管理組合からその管理状況等の報告を受け、その内容を分析し、その結果を管理組合に通知することにより、各管理組合に現状・課題への気づきを与え、適正管理へ誘導・支援することを目的とするもの。

また、分譲マンションを良好な住宅ストックとして維持していくため、マンション管理組合自らが適時適切に修繕・改修、建替え等を検討、実施していけるよう、推進協議会において相談対応及び専門アドバイザーの派遣を行った。

	
	分譲マンション管理適正化推進制度登録件数（累計）
	窓口相談件数
	相談アドバイザー

派　遣　件　数
	実務アドバイザー

派　遣　件　数

	平成30年度
	87件
	149件
	5件
	0件

	令和元年度
	102件
	136件
	6件
	1件

	令和2年度
	136件
	105件
	1件
	0件


２．大阪府防災力強化マンションの認定　　

　　耐震性や耐火性など建物の安全性に関する基準に適合することに加え、災害時の生活維持に求められる設備・施設等の整備など、一定の防災力を備えた民間マンションを「大阪府防災力強化マンション」として知事が認定し、府民に広く周知することにより、防災性の向上と災害に強い良質なマンション整備の誘導を図った。

【根拠法令等：大阪府防災力強化マンション認定制度要綱】

	
	計画認定件数
	認定件数

	平成30年度
	0件
	1件

	令和元年度
	0件
	0件

	令和2年度
	0件
	0件


３．【新規】管理不適正マンション実態調査
　　地方公共団体によるマンション管理適正化推進計画の策定や管理適正化のための指導・助言等を規定したマンション関連法の改正が令和４年６月までに施行されることを踏まえ、分譲マンションの管理適正化の推進及び施策の検討を行うため、管理不適正マンションの管理の実態調査を委託により実施し、分譲マンションが管理不適正となる要因等を整理した。
なお、委託先は、公募型プロポーザル方式により選定した。
　　委託先：株式会社ユーエヌ土地利用研究所
　　委託金額：5,698,000円
　　委託内容：対象となるマンションの抽出、アンケート・ヒアリング調査、分析等

ニュータウン再生グループ

１．住宅市街地基盤整備事業の推進　

　　本事業により、住宅建設事業及び宅地開発事業に関連して必要となる公共施設の整備に係る交付金を確保し、良好な住宅及び宅地の供給の促進に資することを目的に、以下の事務を行った。

　（１）住宅建設、宅地開発事業計画に関連する公共施設整備の指導・協議

　（２）令和２年度事業の社会資本整備総合交付金の申請等に関する協議・調整事務

　　　（令和２年度申請）　・団地数　２団地

　　　　　　　　　　　　　・施設数  ３施設

【根拠法令等：社会資本整備総合交付金交付要綱】

２．千里ニュータウン再生等の推進　

　（１）「千里ニュータウン再生連絡協議会」の運営

　　　　千里ニュータウンの今後の方向性や公共賃貸住宅等の建替え・改善等に関する協議・情報交換・調査等を行い、千里ニュータウンの再生に資することを目的とし、大阪府・豊中市・吹田市・独立行政法人都市再生機構・大阪府住宅供給公社・公益財団法人大阪府都市整備推進センターで構成する「千里ニュータウン再生連絡協議会」の運営を行った。

・令和２年度　：　５回開催

　（２）千里ニュータウン再生に向けた取組み

　　　　「千里ニュータウン再生連絡協議会」を構成する大阪府・豊中市・吹田市・独立行政法人都市再生機構・大阪府住宅供給公社・公益財団法人大阪府都市整備推進センターは、全国的に人口減少・超高齢社会が到来するなかで、ニュータウン周辺の開発の進展や広域交通網の拡大も踏まえ、千里ニュータウンが引き続き持続発展していけるよう、平成19年10月に策定した「千里ニュータウン再生指針」による取組を点検し、「新たな再生の視点」として「健康とイノベーションをテーマとしたまちづくり」や「使える・楽しめるみどりとオープンスペースのネットワークづくり」などを設定し、今後10年間で取り組むべき方向性を示す「千里ニュータウン再生指針2018」として平成30年3月に改訂。

令和２年度は、各行政等団体の各々の役割分担に基づく取り組みの状況や千里ニュータウンの動向等を把握するとともに、取り組み状況を公表するなど、指針に基づく再生に資する取組を進めた。

３．泉北ニュータウン再生等の推進　

　（１）「泉北ニュータウン再生府市等連携協議会」の運営

　　　　堺市において策定した「泉北ニュータウン再生指針」を踏まえ、泉ヶ丘駅前地域の活性化や公的賃貸住宅の再生など、泉北ニュータウンの再生に向け広域的に取り組むため、大阪府・堺市・独立行政法人都市再生機構・大阪府住宅供給公社・公益財団法人大阪府都市整備推進センター・南海電気鉄道株式会社で構成する「泉北ニュータウン再生府市等連携協議会」の運営を行った。

・令和２年度：３回開催
　（２）泉ヶ丘駅前地域の活性化に向けた取組み

　　　　泉北ニュータウン再生府市等連携協議会において、泉北ニュータウン再生のトリガーとして泉ヶ丘駅前地域を活性化させるため、地域住民、民間事業者、行政、公的団体、教育機関、ＮＰＯ等が活性化の目標や将来像を共有し、共に行動するためのの指針として、平成22年度に「泉ケ丘駅前地域活性化ビジョン」を策定、平成26年度に近畿大学医学部等の立地予定など新たな土地利用転換の動きを踏まえた改訂を行い、平成27年度に本ビジョンの具体化に向け、泉ヶ丘駅周辺地域に関わる主な民間事業者、行政、公的団体と共に、喫緊の課題（交通・子どもコア）等の共有を図り、議論を通じて、今後概ね10年間程度の期間において、公民関係者とともに取組む基本方針等として、平成28年3月に「泉ヶ丘駅前地域活性化アクションプラン」を策定し、公民関係者とともに本アクションプランに基づき、令和６年の近畿大学医学部等の立地に向けた駅前地域の活性化の検討を進めた。

令和２年度は、前年度に引き続き委託業務を行い、検討に基づき、アクションプランの拡充に向けた取組みを進めた。
　（３）公的賃貸住宅再生に向けた取組み

　　　　泉北ニュータウンの再生に向けて、公的賃貸住宅（府営住宅、府公社賃貸住宅、ＵＲ賃貸住宅）の今後の活用方策や管理・運営の方向性を示した「再生の方針」と公的賃貸住宅の再生事業の方針や具体的取り組みを明らかにした「再生事業計画」を示す「泉北ニュータウン公的賃貸住宅再生計画」を、同協議会において平成24年3月に策定した。

　　　　平成28年度は、「子育て」や「健康・長寿」などを重点テーマに掲げ、人口減少や高齢化などの厳しい状況を打開するため、若年世代の誘引やエリア価値向上を目指し、多角的分野のソフト事業も含めた総合的なまちづくりを推進するため、本計画を平成29年3月に改定し、本計画に基づき、公的賃貸住宅ストックや建替え、集約事業等で生み出される活用地を活用し、民間と連携したまちづくりを進めるため、民間事業者等に情報提供を行うとともに、事業の相談や意見交換、提案を受ける場である「泉北ニュータウンまちづくりプラットフォーム」を平成29年12月に設立した。
　　　　令和２年度は、「SENBOKU New Design」（堺市において策定した「泉北ニュータウン再生指針」の新たな指針）と、スマートシティ・アフターコロナの視点を踏まえ、多様な活動に挑戦できるまちへの転換を図るため、新たなライフスタイル提案型の住宅や施設の導入等の新たな施策の方向性を定めるなど、再生計画の方針部分の改訂(案)を作成した。
　　　　併せて、前年度に実施した「まちづくりテーマ」の検討を基に、令和４年度以降創出される約20haの活用地（近畿大学医学部等移転予定用地を除く）について、デザイン、ライフスタイルを重視した活用の方向性について検討を進めた。
地域住宅グループ　

１．市町村の住宅政策に係る計画策定や公営住宅等の整備・管理に係る計画策定の指導監督を行なった。

　（１）市町村が、主体的に地域に密着したきめ細かな住宅施策を推進するように、大阪府住生活基本計画（住まうビジョン・大阪）に沿った市町村住生活基本計画の策定や見直しを働きかけた。

　　　　・計画策定済市町村(令和２年度末現在)　　21市町

　（２）市町村が管理する老朽化した公営住宅等ストックについて、効率的かつ円滑な更新を実現するため、公営住宅の将来戸数の推計を踏まえた予防保全的な維持管理を推進することにより公営住宅等ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくため、長寿命化計画の策定や見直しを働きかけた。

　　　　・計画策定済市町村(令和２年度末現在)　　30市町

　（３）市町村の地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等を推進するため、社会資本総合整備計画（地域住宅計画）及び地域居住機能再生計画策定の指導を行った。

　　　　【社会資本総合整備計画（地域住宅計画）】

　　　　・令和２年度末　単独策定市町村（政令市除く）

　　　　　　　23市町（豊中市、池田市、箕面市、吹田市、茨木市、摂津市、高槻市、島本町、
東大阪市、枚方市、寝屋川市、守口市、門真市、八尾市、藤井寺市、
富田林市、高石市、泉大津市、和泉市、岸和田市、貝塚市、泉南市、岬町）

　　　　【地域居住機能再生計画】

　　　　・令和２年度末　計画策定済市町村（政令市除く）

　　　　　　　　　　7市（吹田市、寝屋川市、門真市、松原市、羽曳野市、富田林市、泉佐野市）

２．市町村等が行う公営住宅整備事業、住宅地区改良事業等及び街なみ環境整備事業の計画・実施・管理、交付・補助申請事務等について指導監督を行った。(政令市除く) 
　（１）地域住宅計画に基づく事業の指導監督　

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	公営住宅整備事業等
	17件
	1,111,411千円
	2件
	386,084千円

	住宅地区改良事業等
	 9件
	330,411千円
	1件
	45,775千円

	公的賃貸住宅家賃低廉化事業
	 5件
	85,137千円
	-
	-

	地域住宅政策推進事業
	 1件
	7,668千円
	-
	-

	前年度からの繰越事業分
	 1件
	27,124千円
	-
	-

	合　計
	事業量
	33件
	計画数27
	3件
	2計画数

	
	交付金額
	　　 -
	1,561,751千円
	-
	431,859千円


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当年度事業分
	19,235千円
	19,235千円
	　　　　0千円　

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	         0千円　

	合　　　計
	19,235千円
	19,235千円
	         0千円


【根拠法令等：地域住宅交付金交付要綱】

　（２）地域居住機能再生推進事業の指導監督

	補助金
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	公営住宅整備事業等
	 5件
	1,950,012千円
	-
	-

	住宅地区改良事業等
	 1件
	660千円
	-
	-

	再生促進事業
	 1件
	2,217千円
	-
	-

	前年度からの繰越事業分
	　0件
	0千円
	-
	-

	合　計
	事業量
	 7件
	4計画数
	-
	-

	
	交付金額
	　　 -
	1,946,093千円
	-
	-


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当年度事業分
	9,447千円
	9,447千円
	　　　　0千円　

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	         0千円　

	合　　　計
	9,447千円
	9,447千円
	         0千円


【根拠法令等：住宅市街地整備事業制度要綱】

　（３）街なみ環境整備事業の指導監督等　

　　　　市町村が実施する街なみ環境整備事業に対し、指導監督等を行った。

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	補助金額
	事業主体数
	補助金額

	
	地　区　数
	
	地　区　数
	

	街なみ環境整備事業 
	5件
	80,860千円
	1件
	12,109千円

	
	5件
	
	1件
	

	過年度繰越事業
	2件
	34,673千円
	-
	-

	合　　　計
	7件
	115,533千円
	1件
	12,109千円


【根拠法令等：街なみ環境整備事業制度要綱】

　　　・指導監督交付金（国費のみ）  
	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当　年　度　事　業　分
	3,301千円
	3,301千円
	      0千円

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	          0千円

	合　　　計
	3,301千円
	3,301千円
	        0千円


【根拠法令等：街なみ環境整備事業費補助金交付要領】

　（４）公的賃貸住宅家賃対策調整補助金事業の指導監督　

　　　　市町村が管理する公営住宅等の家賃負担の適正化のための家賃対策補助に対し、指導監督を行った。   

	
	事 業 主 体 数
	戸　　数
	補 助 金 額

	改 良 住 宅
	-
	-
	-

	公営住宅
	6件
	454戸
	101,179千円　


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当　年　度　事　業　分
	404千円
	404千円
	      0千円

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	          0千円

	合　　　計
	404千円
	404千円
	        0千円


【根拠法令等：公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱】

　（５）市町村公営住宅及び改良住宅等の管理指導監督　

　　　　公営住宅法に基づく公営住宅、住宅地区改良法に基づく改良住宅、更新住宅及び小集落改良住宅を管理する市町に対し、必要な指示を行い、また国との連絡調整を図るなど、管理を適正かつ合理的に行うように指導監督を行った。

	
	公　営　住　宅
	改　良　住　宅　等

	
	事業主体数
	戸数（戸）
	事業主体数
	戸数（戸）

	令和元年度末現在
	35件
	16,971戸  
	20件
	6,651戸

	令和２年度末現在
	35件
	17,024戸
	20件
	6,457戸

	


　　　※改良住宅等･･･改良住宅、更新住宅、小集落改良住宅、小規模改良住宅

【根拠法令等：公営住宅法、公営住宅整備事業等指導監督要領、住宅地区改良法】

３．大阪府住宅供給公社事業の指導・監督及び資金援助　

（１）事業計画及び資金計画

　　　　公社事業の年度事業計画及び資金計画について指導し、地方住宅供給公社法第27条により当該計画の承認を行った。

（２）立入検査

　　　　地方住宅供給公社法第40条第1項により、公社に対して業務状況及び帳簿・書類等の検査を行った。（検査日：　令和２年８月25日）

（３）大阪府住宅供給公社への資金援助

　　　ア．賃貸住宅改善資金貸付金

　　　　平成11年度より公社賃貸住宅の建替事業等に必要な資金の一部を貸付けた。

　　　　なお、新規貸付けは平成25年度に終了した。

・令和2年度貸付残高　　23,638,017,255　円

・貸付条件　契約を行った翌年度から年利0.5％、50年間元利均等年賦償還

　　　イ．公社の金融機関からの資金調達に係る利子補給

　　　　　大阪府住宅供給公社が賃貸住宅建設資金の調達を、府の短期借入金から金融機関の長期借入金に切り替えるにあたり、従来の利子負担額を上回る利子について公社に対して補助を行った。

・利子補給金額　39,003,088円（令和2年度）

（４）津田サイエンスヒルズ整備の推進

　　　　関西文化学術研究都市の一翼を担う枚方市津田地区の文化学術研究ゾーンにおける、研究開発等の拠点形成を推進した。
　　平成15年度以降、用途地域の変更による立地対象施設の拡大に伴い企業誘致が進み、平成20年3月、全ての誘致対象区画について企業立地が完了した後、平成26年2月に1区画契約解除となったが、平成28年２月に入札の結果、売却が決定した。

・契約状況（令和3年3月末現在）　

・契約済区画（面積）　28区画/28区画（約15ha　100.0%）

４．独立行政法人都市再生機構・大阪府住宅供給公社による住宅宅地事業との調整　
　　独立行政法人都市再生機構法、地方住宅供給公社法に基づき、機構、公社が行う住宅建設・宅地開発事業について、良好な住宅宅地の形成を図るため、地域の住宅まちづくり政策との整合性等に関する調整等を行った。
空家対策推進グループ
１．「空家総合戦略・大阪2019」の推進
　「空家総合戦略・大阪」での取組成果と課題並びに災害の経験を踏まえ、平成31年3月に策定した「空家総合戦略・大阪2019」に掲げた目標の達成を目指し、以下の取組みを行った。

（１）空家の適正管理等の促進
除却すべきものは除却し、利活用可能なものは利活用するという考え方のもと、市町村の特定空家等に対する措置を促進するとともに、公民連携の強化による空家の適正管理や除却などの取組みを支援した。

・所有者不明空家対策を促進するため、府内市町村における財産管理制度の活用事例をとりまとめた「府内市町村における財産管理制度活用事例集」を作成した。
・市町村が開催する空家に関する府民向けの意識啓発セミナーに、公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」より講師・相談員を派遣した。

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき市町村が実施する空家等対策を効果的に促進するため、平成27年2月に設置した「大阪府空家等対策市町村連携協議会」の場等を活用し、同法第8条の規定に基づく情報の提供や技術的な助言、市町村相互間の連絡調整などを行ったほか、市町村が実施する国庫補助事業について指導監督（政令市除く）を行った。

＜空き家再生等推進事業、空き家対策総合支援事業＞

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	空き家再生等推進事業
	11件
	24,653千円
	0件
	0千円

	空き家対策総合支援事業
	 2件
	10,682千円
	0件
	0千円

	合　計
	13件
	35,335千円
	0件
	0千円


【根拠法令等：空家等対策の推進に関する特別措置法、小規模住宅地区等改良事業制度要綱、

住宅市街地総合整備事業制度要綱】
＜指導監督交付金（国費のみ）＞　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	空き家再生等推進事業分
	315千円
	315千円
	0千円

	空き家対策総合支援事業分
	640千円
	640千円
	0千円

	合　　　計
	955千円
	955千円
	0千円


【根拠法令等：社会資本整備総合交付金交付要綱、住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱】
（２）空家対策によるまちづくりの促進
公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」の枠組みを活用し、魅力ある住まいと都市を創り出す主役である、所有者、民間事業者、大学等と連携して、市町村が取り組む空家対策によるまちづくりを支援した。
・市町村の空家バンク情報や魅力・支援情報などを発信する「大阪版・空家バンク」を運用

・リノベーションまちづくりアドバイザー紹介制度の制度改定を行い、柏原市太平寺地区における古民家再生を対象として、アドバイザーを２名紹介した。
（３）中古住宅流通、リフォーム・リノベーション市場の活性化
府民が安心して中古住宅の売買やリフォーム・リノベーションを行えるよう、不動産、建築、法律、金融など関係する民間事業者との連携を強化し、市場の活性化に向けた取組みを実施。
・公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」にてコンバージョン（用途変更）による空き家の利活用方策を検討するとともに、国の補助事業の採択を受け、コンバージョン促進のために、建築士・宅建士向けのテキストを作成し、セミナーを開催した
（４）災害を教訓とした空家対策の強化
平成30年に発生した災害を教訓として、今後の災害を想定した特定空家等の解消に向けた取組みの強化を図るとともに、空家関連業務の災害対応力の強化、災害をテーマとした府民への意識啓発を実施。
・令和元年度に作成した「災害発生時の空家関連業務の円滑化方策について」の内容を大阪府地域防災計画に「空き家等の対策」として位置づけた。
２．住まいに関する相談体制の充実
（１）「大阪府住宅リフォームマイスター制度」の推進
府民が安心して住宅リフォームを行うことができる環境の整備を図るため、大阪府が指定した非営利団体（マイスター登録団体）が、一定の基準を満たす住宅リフォーム事業者（マイスター事業者）を府民の依頼に応じて案内・紹介する「大阪府住宅リフォームマイスター制度」を推進した。

　　　　　（令和3年4月1日現在）　マイスター登録団体　 　 　16団体　　

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 マイスター事業者　　　  　130事業者
（２）「空き家・住まいの相談窓口」の運営
公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」にて、中古住宅売買・リフォーム、空き家の適正な管理・活用等に係る「空き家・住まいの相談窓口」の運用を行った。

（令和3年4月1日現在）　総合相談窓口団体　9団体

（３）災害時における「住まいのケア・専門家チーム」の運営
大規模災害により被災した府民からの住まいの相談に現地で対応するため、復旧・復興段階において市町村で実施される相談会へ専門家を派遣するため「大阪の住まい活性化フォーラム」の会員で構成する「住まいのケア・専門家チーム」を運営。大阪府北部地震での派遣の経験を踏まえ派遣マニュアルを改正するとともに、災害発生に備え、情報伝達訓練を実施した。

３．安全で快適な住まいの普及
（１）木造住宅の普及促進、住宅の省エネルギー化の推進
公民連携による「大阪府地域産材活用フォーラム」において、安心・安全な木造住宅の提供を促進するため、施工技術者を対象にした省エネルギー施工・設計技術講習会を実施するなど、木材利用に関する取組みを行った。
（２）住教育の推進
住まいやまちづくりに関する基礎的な知識など、府民の知識の向上と意識の増進を図るため、建築関係団体と連携して設立した「大阪府住まい・まちづくり教育普及協議会」にて、小学校への出前講座を実施し、住教育の推進を図っている。
昨年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、出前講座は未実施だが、その期間を利用して新規講座メニューを検討・作成し、既存メニューについても改良を行った。
彩都プロジェクト推進グループ
１．彩都（国際文化公園都市）建設の推進

　（１）彩都（国際文化公園都市）建設推進協議会事業の推進

　　　　産・学・官が一体となって国際文化公園都市建設の推進を図るため、「彩都（国際文化公園都市）建設推進協議会」を通じて、関係機関との協議・調整やまちづくりに関する調査等の各種活動を行った。

　　　（令和２年度の主な事業）

・彩都東部地区での土地区画整理事業推進に向けた関係機関との協議・調整

　　　　・彩都に関する情報発信活動・企業誘致活動の実施

　　　　・まちづくり等に関する各種調査・広報活動の実施

・その他関係機関との協議・調整

　　

・彩都(国際文化公園都市)建設推進協議会分担金

	交　付　先
	金　　額
	備　　考

	彩都(国際文化公園都市)建設推進協議会
	  3,890千円　
	


　（２）関係機関と協議・調整

　　　　西部地区・中部地区については、円滑な事業推進を図るため事業主体である都市再生機構をはじめ、地元市（茨木市、箕面市）、民間事業者等と協議・調整を行った。

　　　　東部地区については、個人施行の区画整理により先行して事業が進められた2地区について、関係機関との協議調整を行った。先行2地区以外については、地元地権者の組織である彩都東部地区地権者協議会において、事務局である茨木市及び都市再生機構と連携し、東部地区全体のまちづくりの推進に努めた。。

　（３）府有地の有効活用と適切な維持管理

　　　　彩都中部地区における大阪府所有地について、既に利用可能な所有地を定期借地契約方式により有効に活用している。また他の所有地については、法面等の適切な維持管理を行うとともに、茨木箕面丘陵線、佐保地区内線の整備に併せ、早期に売却及び定期借地できるよう広報媒体の作成及び広報活動を行った。

　　　　・借地契約状況（令和3年3月末現在）
　　　　　　契約済区画（面積）　2区画/2区画（約18,540㎡　100.0%）
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